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研究成果の概要（和文）：今回，多職種協働による認知症高齢者のためのHAD予防プロトコルを作成し効果検証
を行った．初めに，急性期病院の認知症ケアチームを対象に認知症高齢者へのHAD予防の現状について調査し
た．多職種スタッフへの教育プログラムと認知症高齢者のためのHAD予防プロトコルを作成した．情報共有する
仕組みとしてはベットサイドボードを活用した．その後，HAD予防の効果を，ABC認知症スケールで評価した．対
象者数は介入前34事例，介入後25事例であった．データ分析の結果，BPSDの発生率はやや軽減したものの，ADL
や認知機能の項目は改善が見られず，有意な差はみられなかった．

研究成果の概要（英文）：In this study, we developed and evaluated the effectiveness of a HAD 
prevention protocol for elderly patients with dementia through Inter-professional collaboration. 
First, we surveyed the current status of HAD prevention for elderly patients with dementia among 
dementia care teams in acute care hospitals. We then developed an educational program for 
multidisciplinary staff and a HAD prevention protocol for elderly patients with dementia. A bedside 
board was utilized as a mechanism for information sharing. Subsequently, the effectiveness of HAD 
prevention was evaluated using the ABC Dementia Scale. The number of participants was 34 cases 
before intervention and 25 cases after intervention. Data analysis revealed that while the incidence
 rate of BPSD was slightly reduced, there were no improvements in ADL or cognitive function items, 
and no significant differences were observed.

研究分野：認知症ケア

キーワード： 認知症高齢者　HAD　多職種協働

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果として，認知症ケアチームのHAD予防の実態調査から多職種対象の教育プログラムと多職種協働に
よる認知症高齢者のためのHAD予防プロトコルを作成した．IPWの実践能力評価では，患者へのプロトコル介入開
始から6か月後まで点数が維持・向上した．HAD予防評価結果を毎月フィードバックしたことが影響したと考えら
れ，教育効果としての意義はあった．認知症高齢者へのHAD予防のプロトコル介入による効果検証では，入院時
と退院時にABC認知症スケールで評価したが，症例数不足もあり介入前後での有意な差は見られなかった．実態
調査を元にしたプロトコル作成の意義はあったが，効果検証に至らず課題が残る．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

超高齢社会を迎えた我が国では，病気があっても住み慣れた家でいつまでも暮らしたいとい

う高齢者の希望と，増加する医療費の抑制のためベッド数を削減したいという国の意向を背景

に，在宅医療推進のための誘導政策がとられてきた（鳥羽,2011）．しかし高齢者が身体疾患に

より急性期病院に入院した場合，入院が長期化し，かつ在宅への退院が困難となるケースが少

なくない．その要因の一つに入院関連機能障害（以下HAD：Hospitalization-

Associated Disability）がある．HADとは，入院中の低活動（安静臥床）を原因として発生

するADL低下などの機能障害の総称（Covinsky et al, 2011）で，全入院患者の40％以上に発症

（Wu et.al, 2006，de Saint-Hubert et al, 2010）し，HADを発症した場合，1年以内に元の生活

機能レベルに戻るのは30％に過ぎないとされている（Boyd et al, 2008）． 

HADの重要なリスク因子として高齢，認知機能低下，低栄養状態があげられ，HADのハイ

リスク群に対しては，リハビリや栄養管理を含む包括的な介入を行うことが重要である（田邊

ら, 2017）．HAD予防に関する国内での取り組みとして，角田（2014.2015）が，早期リハビ

リにつなげるためのシステムを構築することで予防的リハビリが可能となり，HADの発生予防

や，在院日数の短縮化が示唆されたと報告している．しかし，その後の新たな報告も少なく，

国内におけるHAD予防効果に関するエビデンスは乏しい．更に，認知症高齢者は転倒リスクも

高いことから行動抑制を受けやすかったり，せん妄や認知症の行動・心理症状（以下BPSD：

Behavioral and psychological symptoms of dementia）を発症することでリハビリが進まなかっ

たりし，こうした認知症高齢者独自の状況がHADリスクを高めていると考えられるが，認知症

高齢者へのHAD予防に関する報告は見当たらない． 

一方，亀井ら（2016）は，入院中の認知症高齢者に対する，多職種の専門家チームによる多

角的なアセスメントと幅広いケア介入が，在院日数低下に効果があるとし，そのことが2016年

の診療報酬改定における認知症ケア加算の新設にもつながっている． 

よって，入院早期から多職種により，身体疾患についてはもちろんの事，運動機能や認知機

能，栄養状態を多角的にアセスメントし，多職種協働により包括的にリハビリや栄養管理をす

ることで，認知症高齢者のHAD予防が期待できる． 

２．研究の目的 

本研究の目的は，研究１として、急性期病院の多職種チームである認知症ケアチーム（以下

DCT：Dementia Care Team）の HAD 予防の現状について質問紙とインタビューで実態調査

をし，研究２として、調査結果を元に多職種による認知症高齢者のための HAD 予防プロトコル

の作成し，その効果を検証することである． 

３． 研究の方法 

研究１ DCT の HAD 予防の実態調査 

DCT の実態調査は急性期病院の DCT を対象とした．質問紙による調査において，急性期病

院の選定は地域性特性による偏りを最小限にして無作為に 1070 施設を選出した．データ収集期

間は 2020 年 10 月～2020 年 11 月で，その後収集したデータを記述統計で分析すると共に，チ

ームラウンドの有無と病棟看護師との連携の関係をマンホイットニーの U 検定にて解析した．  

また，インタビュー調査の急性期病院の選定においては，偏りが出ないように病床数やスタッ

フの職種に配慮し，ネットワークサンプリングで急性期病院 4施設を選出した．その施設のDCT

多職種スタッフ 23 名を対象に半構造化面接を行った．データ収集期間は 2021 年 9 月～2021 年

11 月で，その後，データを質的記述的に分析した． 



研究２ 認知症高齢者の HAD 予防プロトコルの効果検証 

多職種協働による認知症高齢者のための HAD 予防プロトコルの介入の前後で，認知症高齢者

の HAD 予防の効果を評価する介入実験研究を行った． 

研究対象は，認知症の日常生活自立度ランクⅠ～Ⅲの認知症高齢者で，多職種協働による認知

症高齢者のための HAD 予防プログラムの介入前後で，ABC 認知症スケール（ADL・認知機能・

BPSD を評価）で HAD 予防の効果を評価した．その他，在院日数，在宅復帰率，リハビリ処方

の有無と開始時期に改善が見られたかも評価した．また，多職種協働の実践状況の評価として，

多職種スタッフを対象にインタープロフェッショナルワーク実践能力評価尺度を用いて評価し

た． 

４． 研究成果 

研究１ DCT の HAD 予防の実態調査結果からの「多職種による認知症高齢者のための HAD

予防プロトコル」作成 

質問紙の分析の結果から，DCT の構成メンバーには，セラピストがほぼ配置されており，管

理栄養士の配置も 3 割程度配置されていた．このことから，リハビリや食事支援に専門性の高い

DCT の活動実態があることが示唆された．一方で，ADL や栄養評価のアセスメント・評価は，

それぞれの職種が実施しているものの，チーム間や病棟看護師との共有は不十分であり課題が

ある．また，認知症高齢者へのリハビリや食事支援の妨げとなる要因に，BPSD/せん妄の陽性症

状や身体的疲労，生活リズムの不調があがった． 

また，インタビュー調査の分析結果からは，セラピストによるリハビリや生活リハビリによる

介入の重要性を多職種が認識し，早い段階から効果的なリハビリにつながる介入を進める重要

性が示唆された．さらに低栄養リスクや BPSD の対応のために，多職種が互いの介入を見越し

たうえで，日常的に情報交換し，時にはともに介入するといった多職種協働が必要であることも

示唆された．また，認知症という疾患の特徴から，認知症高齢者固有のケア方法を，シームレス

に提供することで，生活リズム調整や BPSD の課題解決につながるため，院内および在宅スタ

ッフを含めたより幅広い多職種協働や，筋力低下や無力感の要因ともなる身体拘束をなくしつ

つ，安全を確保するための多職種協働が必要であることが示唆された． 

以上の調査結果を踏まえて，多職種が HAD 予防に必要な情報をタイムリーに共有する仕組み

としてベットサイドボードを活用した認知症高齢者のための HAD 予防プロトコルを作成した．

また，プロトコル実施に当たっては，多職種が協働していくための組織づくりとして教育プログ

ラムを実施した．実施中は毎月の実施評価として介入患者の概要，平均在院日数，在宅復帰率，

リハビリオーダーの状況，ABC 認知症スケールの結果をポスター及びメールで多職種スタッフ

にフィードバックした．多職種スタッフへ実施した教育プログラムと，多職種協働による認知症

高齢者のための HAD 予防プロトコルの詳細は以下のとおりである． 

(1) 教育プログラム 

教育プログラムの対象：医師・看護師・看護補助者・理学療法士・作業療法士・ 

言語聴覚士・管理栄養士・薬剤師・MSW 

  講義時間・方法：対面式 1 時間（またはオンデマンド約 15 分×４） 

  講義内容： 

・ IPW（Inter-professional Work）について  

・ HAD予防における各職種の役割  

・ 認知症の人とのコミュニケーション  

・ 認知症の人の活動・食事支援  



(2) 多職種協働による認知症高齢者のためのHAD予防プロトコル 

    以下の手順で対象となる認知症高齢者に介入を行った． 

① 病棟看護師によるスクリーニング 

・ 認知症高齢者の日常生活自立度判定：Ⅰ～Ⅲ 

② 多職種による初期評価：ABC認知症スケール（ADL・認知機能・BPSDを評価）・せ

ん妄ハイリスク薬剤の有無・栄養評価・視聴覚障害の有無 

③ 病棟看護師による生活歴調査：入院前の日課・余暇活動・食事の好みについて 

④ ベットサイドボードによる評価結果および生活歴情報の共有 

共有する情報は以下のとおりである． 

・ 目標ADL（入院前）と現在のADL 

・ 栄養評価 

・ 視聴覚障害の有無 

・ 入院前の日課から入院中の余暇活動に取り入れられるもの 

・ 入院中の1日のスケジュール 

⑤ 初期評価とADL目標を元に，各職種が多職種協働で介入する． 

研究２ 多職種協働による認知症高齢者のための HAD 予防プロトコルの効果検証 

(1) の効果 

認知症高齢者のHAD予防プロトコルの介入前の対象者は34名（男性14名，女性20

名），平均年齢は83.6歳（最高齢96歳，最小齢70歳）であった．平均在院日数は24.2日間

（最長73日間，最短5日間），在宅復帰率79%で，リハビリが処方された割合は理学療法

が61％，作業療法が50%，言語聴覚が38%であった．HADの指標としたABC認知症スケ

ールの結果では，入院時と退院時を比較したADLの平均低下率は10.6％，平均BPSD発生

率は2.1％，認知機能の平均低下率は16.0％，合計得点の平均低下率は9.2％であった． 

 認知症高齢者のHAD予防プロトコルの介入後の対象者は25名（男性9名，女性16

名），平均年齢は85.2歳（最高齢96歳，最小齢75歳）であった．平均在院日数は24.0日間

（最長87日間，最短4日間），在宅復帰率72%で，リハビリが処方された割合は理学療法

が72％，作業療法が64%，言語聴覚が64%であった．ABC認知症スケールの結果では，入

院時と退院時を比較したADLの平均低下率は14.1％，平均BPSD発生率は1.3％，認知機能

の平均低下率は14.8％，合計得点の平均低下率は11.4％であった． 

(2) 多職種スタッフのIPW 

対象者は看護師 35 名，看護補助者 8 名，管理栄養士 2 名，理学療法士 8 名，作業療法士  

4 名，言語聴覚士 3 名，薬剤師 5 名，MSW1 名であった．CICS29 合計得点の平均値は介入  

前 107.9，介入 1 か月後 108.8，介入 6 か月後 110.7 で有意に点数が上昇した（ｐ＝.01）．

また，6 つの下位尺度別では「チーム運営のスキル」（ｐ＝.00），「チームの目標達成行動」

（ｐ＝.02）「チームの凝集性を高める態度」（p＜.00）で有意に上昇していた． 

＜考察＞ 

研究２の（1），（2）の結果から，多職種協働による認知症高齢者のための HAD 予防プロトコ

ルによる HAD 予防の効果を検証した． 

まずは ABC 認知症スケールにより，入院時と退院時で認知症高齢者の ADL，BPSD，認知機

能について評価した．BPSD の発生率はやや低下したものの，ADL および認知機能の低下率に

ついては改善が見られず，有意な差は見られなかった．また，平均在院日数，在宅復帰率，リハ

ビリが処方のついても，介入前後で改善はみられず有意な差はみられなかった．ただ，多職種ス



タッフに実施したインタープロフェッショナルワーク実践能力評価尺度による IPW の評価では，

患者への介入開始から 6 か月後まで点数が維持・向上したことは特筆すべき点である．一般的に

教育介入直後には点数が上昇し，その後低下する報告が多い．今回は教育プログラム実施後、

HAD予防介入の評価を毎月ポスターやメールで多職種スタッフに掲示したことがモチベーショ

ンの維持につながった可能性が考えられる． 

今回，介入期間は研究協力に同意を得られるケースが少なかったことで，症例数が目標数に届

かなかった．また，介入前後のデータ数も介入前 34 事例に対し，介入後 25 事例と差があった．

そのため，入院後の個々の病状がデータに影響したと考えられる．今後，症例数を増やした上で，

継続して本プロトコルの効果検証をすすめていくことが課題である． 
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